


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































SGN ；Smart Grid Netaork
EV（GI）×EM（GI）×EP（GI）（「スマ トー・インダ スートリー 」）→「3E（EV×EM×EP）
戦略」→「新しい成長戦略」
図表Ⅳ-3　「北東アジア経済圏」も国家戦略性


















































































































































































































































































































































































































































































































































（出所）清成忠男「成長戦略と企業 ― 草の根イノベーション ―」
　　　　（日本経済新聞2010年1月13日）より。
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る。GMは今年（2010年）、電気自動車「シボレー・ボ
ルト」を発売する予定であるとされるが、LG化学が受
注した電池はこの戦略車に搭載する電池でもあるから
だ（日本経済新聞2010年７月20日参照）。
（注77） 小川紘一「大量普及期に入ると負ける日本のエレクト
ロニクス産業」（エコノミスト2010年８月３日号）p.29
～32参照。それに対して、韓国企業は欧米企業のように、
「ネットワーク・水平分業型企業経営」に早くから移行
しており、その下で自社に得意な技術領域に特化する
ことができた、と小川氏は指摘されている。そしてそ
の典型が、エレクトロニクス産業のグローバル市場に
おける韓国企業の目覚ましい進出だとされている。（と
ころで、小川氏の指摘されている含意を敢えて次世代
自動車産業論における新企業経営論へと繋げば―とく
に部品・素材企業経営論との関連性で結びつければ―、
“選択集中型・水平的ネットワーク企業経営論”が新経
営論として浮上してくることになるであろう。さらに
それをクラスター論との関連で考察を深めれば、前述
した［<注66>参照］清成氏の「プラットホーム・ネッ
トワーク型クラスター論」とも平仄が合ってくる筈で
ある。但しこの点に関して重要なのは、日本の中小企
業の位置づけである。因みに総務省の調査によれば、
海外に直接投資をしている企業の割合［2008年度］は、
従業員1,000人超えで36％であったが、200人未満では
10％未満に止まっているとされる［日本経済新聞2010
年８月23日より。］問題はこの企業規模に因る海外直接
投資の大きな落差をどのように捉えるのかという点だ。
それを、中小企業の海外直接投資に対する意欲不足と
捉えるのではなく、そのために負うべきリスクと負担
が、大企業に比べて中小企業の場合には、遙かに大き
いという点にこそ注目すべきであろう。だとするなら
ば、新経営論すなわち“選択集中型・水平的ネットワー
ク企業経営論”の必要性は中小企業の場合こそ大きい
と考えるべきであり、それに対する新クラスター論す
なわち「プラットホーム・ネットワーク型クラスター
論の必要性もまた中小企業にとってこそ大きいと想定
すべきであろう。この点で重要なのは、地域における
産学官協力とそれをコーデイネートし得る人材の確保
である。この点に関する興味深い研究として、大橋 弘
准教授の知見すなわち「市場を創る技術革新」［日本経
済新聞2010年７月29日～同８月10日］を挙げておこう。
かくして、本稿で問題にしている部品・素材企業の多
くが中小企業に属している―ということは彼らの多く
が雇用問題を抱えている―ということもまた見落とし
てはならない論点であろう。」
（注78） 鷲羽　毅「次世代自動車―構造変化で『浮かぶ企業、
沈む会社』」（エコノミスト2009年７月７日）p.27～29
参照。
（注79）同上より。
（注80）同上より。
（注81） P.デイッケン教授も同様の見解を述べておられる。す
なわち、「ビジネス・プロセス」の基本パターンは本来
企業内の諸活動に依拠していた。だがそこに技術革新
さらには制度・ルール上の要因が加わり、「ビジネス・
プロセス」自体が重層性を強めていったとされている。
（なおデイッケン教授は、「バリュ ・ーチェーン」を「ビ
ジネス・プロセス」と同義に理解されているが、内田
教授は両者を分離して考えておられるようだ。従って、
ビジネス・プロセス論とバリュー・チェーン論との関
係については整理しておく必要性があるようだ。）
（注82） 内田和成「不況長期化の中での企業経営―業界の地殻
変動見逃すな―」［日本経済新聞2009年12月10日］参照。
（注83）同上より。
（注84）同上より。
（注85） 村沢義久「25％削減は不可能ではない目指すは『燃や
さない文明』」（「電機自動車ニュース」2009年11月18日）
参照。
（注86） 注目しておかなければならないのは、経済界なかんづ
く大企業経営者の中にも「知的拠点性」へのアプロー
チが始まっているという点だ。例えば、野間口 有 三
菱電機会長の提案がそれである。同氏は、「地域活性化」
の可能性を二つの価値観の対抗関係に求めているとい
う点で、極めてユニークな発想を提示されている。す
なわち同会長は、グローバリゼーションとローカリゼー
ション、技術革新と文化・精神という二つの対抗関係
こそが、これからの「地域活性化」に不可欠な四つの
ファクター―すなわち、（イ）大学の地域貢献、（ロ）地
場企業/地元大学との連携、（ハ）国際標準化、（ニ）留学
生の就業という四つのファクター―の形成を促すとさ
れている。何故ならば同氏によれば、これらのファク
ターの形成を通じてこそ、コーデイネーターや技能・
技術人材さらにはここで云うところの「ネットワーク・
システム・プラナー」など高度かつ知的な人材の育成
が可能になる筈であるからだ（図表Ⅳ-2参照）。要する
に、（イ）知的人材の育成は、単に大学などの育成機関
が地域に存在すれば事足りるということではなく、地
域における価値観の多様性こそが、そうした人材を育
むのだ、（ロ）その意味で、「知的拠点性」とは地域に
おける価値観の多様性と表裏の関係にある、（ハ）従っ
て、「地域活性化」もまた単にグローバリゼーションや
技術革新という日本企業の国際競争力強化論だけでは
なく、より多様な価値観に依拠したアプローチが必要
なのだ―という発想を経済人とくに大企業の経営者が
抱いているという点では、野間口提案は、極めて興味
深くまた重要な指摘だと云わなければならないであろ
う。その意味で野口提案は正に卓見と云うべきである。
　さらに敷衍すれば、「知的拠点性」論は小宮山 宏氏
が提唱されている“プラチナ・ネットワーク”構想（小
宮山 宏「環境、高齢化、教育などの課題解決―『創造
型需要』で先行利得を―」［日本経済新聞2010年３月
26日］参照）とも関連している。同氏は、環境、高齢
化などの諸課題を解決した快適な社会-低炭素社会など
の環境分野さらには活力ある高齢化社会などから掘り
起こされる“創造型需要”を基盤とした社会-を「プラ
チナ社会」と定義し、“プラチナ・ネットワーク”構想
を提起されている。すなわちそれは、“都市のネットワー
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ク”、“大学・研究機関のネットワーク”そして“海外
との姉妹ネットワーク”という三層のネットワークか
らなる重層的ネットワーク社会に他ならないという訳
だ。ここで注目されるのは、その中で“大学・研究機
関ネットワーク”が果たす役割である。すなわち、大学・
研究機関の役割は「知識の構造化を行い、ネットワー
クの触媒役を担う」ことだとされている点だ。そして、
こうした地域における大学・研究機関の役割があって
こそ、「地域が課題解決に動き、企業のものづくりがそ
れに応えることで新産業を生み、その推進を中央が支
援するという体制の構築」すなわち「課題解決型先進
国」の実現が可能になるのだとされている。かくして、
「知的拠点性」はこうした文脈においても重視されるべ
きである。
（注87） ハード面での整備に関しては、蛯名保彦「『重層的経済
圏』下の東・北東アジア地域連携研究―北太平洋経済
圏と北太平洋物流ネットワーク構想を中心にして―」
（新潟経営大学・地域活性化研究所）［2007年６月］p.40
～41を参照のこと。
（注88） 現在、世界のコンテナ貨物取り扱い港における上位港
（例えば2004年の上位10港）を取り上げてみると、シン
ガポール、上海、深セン、釜山、高雄、ロッテルダム、
ロサンゼルス、ハンブルグ、ドバイの何れもが例外なく、
「物流ネットワーク」と「情報通信ネットワーク」さら
には「金融・為替・通貨ネットワーク」などが融合す
ることによって、ビジネス・ネットワークにおける「知
的拠点性」を遺憾なく発揮しているということを見落
としてはならないであろう。要するに現代においては、
物流拠点とは同時に「知的拠点都市」でもなければな
らないということだ。
（注89） 「新製造業」論に関わる論点は次の三つである。一つ
は、国際分業を背景とする産業調整問題に係わってい
る。二つには、日本企業の経営のあり方との関連性で
ある。最後に、イノベーション論との関連性もまた見
落とせない。まず産業構造調整問題との関連性につい
て。要するにこれからの製造業は、“摺り合わせ”（統合）
問題と“棲み分け”問題をクリアしなければならない
ということだ。“摺り合わせ”（統合）問題とは、（イ）
「統合型完成材」、（ロ）「高機能部品・素材」、（ハ）「高級
消費財」、（ニ）「製品・サービス融合材」―などにこれ
からの製造業は否応なく特化していく必要性があると
いうことだ。（詳しくは、拙稿「市場獲得型ビジネスモ
デル支援と産学官協力―中越企業の中国・アジア進出
を中心として―」<補論Ⅲ>「日中産業構造調整問題」
［新潟経営大学『ボーダレス経営研究』2005年１月］p.89
～106を参照のこと。）“では棲み分け”問題とは何か。
それはとくに国際分業に係わっている。要するに、今
や規格大量生産型製造業では、アジアを中心とする新
興工業国の“ものづくり”にはとうてい宇太刀打ちで
きないということだ。だとすれば日本の製造業は、新
たに付加価値概念を再検討するとともに新高付加価値
化論に依拠することによって、アジア新興工業国との
“棲み分け”を計る以外にない、ということになる。云
うまでもなく、こうした産業構造調整の背景には、製
造業が社会的・文化的・知的ニーズの充足産業との融
合が求められているという問題意識が横たわっている。
かくして、こうした国際分業の進展や新たなニーズの
台頭への対応が日本の製造業の変容を惹起することは
容易に理解されよう。二つ目の企業経営のあり方が新
製造業論にどのように係わるのか。上記の産業構造調
整問題をさらにボーダレス経営論との関連で観てみる
と、（イ）ビジネス・プロセスのボーダレス化、（ロ）国
際分業における「知的集約工程」の重要性などが新た
な問題としてクローズアップしてくる。他方、日本の
企業経営が抱えている最大の問題の一つとして労働市
場の安定化という課題がある。そのためには、国際分
業上求められる“成果主義”だけでは問題は解決しな
いし、むしろ悪化さえしかねないのである。かといって、
上記の産業構造調整が求められているときに年功序列
型の“日本的労使関係”に逆戻りすることもまた困難
である。要するに、一方では国際分業の進展に対応し、
他方では労働市場の安定化を計る、という“二律背反”
する課題―“二律背反”の背景には、「法人社会」の
論理対「市民社会」の論理の対立というより本質的な
問題が横たわっているということを見落としてはなら
ないが―に応え得る新たな経営モデルが現在の日本に
は求められているのである（朝日新聞「底打ち景気と
今後の課題」［朝日新聞2009年７月29日］を参照のこと）。
こうした新日本的経営モデル論もまた製造業の変容と
無関係ではないであろう。最後にイノベーション論と
の関係もまた見落とすことはできない。上述したよう
に、日本企業の技術開発の方向は、（イ）環境・新エネ
ルギー主導の新「融合・統合型機械産業」の形成、（ロ）
なかんづくHV・EV・燃料電池車開発競争に支えられ
た「次世代自動車」開発の急速な進展、（ハ）「部品・素
材産業」の重要性増大と表裏の関係で進展している「要
素技術イノベーション」―の三方向であるが、このこ
とからも明らかなように、イノベーションのあり方も
また製造業の変容を促す上で重要な役割を担っている
ことは否定できないのである。
（注90） 「ビジネス・ネットワーク」に関しては、拙著『日中韓
「自由貿易協定」構想』（朝日書店、2004年刊）p.212～
213および拙稿「北東アジア『バーチャル・カー』構想
―情報ネットワークシステム下の北東アジア企業連携
―」（［財］環日本海経済研究所『情報通信ネットワー
クによる北東アジアの企業連携』［2001年］）p.61を参
照のこと。
（注91） ただし“国家戦略”という言葉には一定の留保が必要
である。そもそもここで定義するような意味での「北
東アジア経済圏」は、歴史的アナロジーを辿れば“東
亜共栄圏”という言葉に遭遇する。（従って「東アジア
経済圏」とは差し詰め“大東亜経済圏”ということに
なるであろう。）そして、こうした「東亜共栄圏」は近
衛内閣の“国家戦略”として打ち出され、それを達成
するための手段として“大きな国家”と“強い武力”
が求められた、ということも周知のところであろう。
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その意味では、近衛内閣が打ち出した国家戦略論は比
喩的に云えばいわば“ハード・パワー”論である。従っ
て、この点については、ここで述べている「北東アジ
ア経済圏」論は別の観点に立っている、ということを
明確にしておかなければならないであろう。（新旧二
つの“経済圏”論の背景を垣間見ると、新経済圏論す
なわち本稿で論じている「北東アジア経済圏」論は日
本の経済社会の抜き差しならない困難性を背景にして
いると云わざるを得ない。現在日本経済は、（イ）一方
で年金財政が危機を迎える中で、（ロ）他方その危機を
打開すべき財政自体の再建が喫緊の課題とされている、
（ハ）しかもこうした“双子の危機”は日本経済の再生
抜きには打開困難であるにもかかわらず、その日本経
済自体が少子高齢化による経済力の衰退―すなわち人
口減少・人口構造の高齢化に伴う生産年齢人口の減少
に因る潜在成長力低下―という中長期的危機に晒され
ようとしている。その意味では、三つの危機すなわち
“トリレンマ”に陥ろうとしている。要するに、日本は
紛れもなく“国家戦略”として日本再構築を迫られて
いるのである。一方、旧経済圏論すなわち「東亜共栄圏」
構想に戦前の日本政府がのめり込こんで行った背景に
は、戦前の日本がある意味では今日と同類の経済社会
危機―すなわち、（イ）1929年の世界恐慌を機とする昭
和恐慌の発生とその深刻化、（ロ）日本経済の発展にとっ
て不可欠なエネルギーとりわけ石油供給ルート確保の
必要性という中長期的な課題など―に陥っていたとい
う要因が横たわっていたのである。その意味で「東亜
共栄圏」構想が当時の日本の窮状脱出策のための“国
家戦略”として打ち出されたということも見逃せない。
従って、“アナロジー”もまた単に新旧経済圏における
類似性と云うだけではなく、むしろその背景にある経
済社会構造における類似性こそが問題にされなければ
ならないようだ。逆に云えば、アナロジーにおける深
刻さ故に、新旧両経済圏における「国家権力」のあり
方について曖昧さは許されないのである。）従ってこの
点について敢えて敷衍しておけば以下の通りである。
「北東アジア経済圏」が日本の国家戦略であるとした場
合、それを実現する上で日本に求められているのは、“ソ
フトパワー”つまり比喩的に云えば、「柔軟な国家」と
「賢明な政策」の組み合わせであると考えるべきであろ
う。（この点は、前述した［第Ⅰ章<注７>参照］北東
アジア改革論に対する日本の経済社会の関わり方にも
係わっていると云えよう。）
